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[論文要旨]
委任契約は契約期間の満了や委任事務の終了，債務不履行による解除以外に，委任契約に特有
の終了原因が定められている。すなわち任意解除権(民法651条)，委任者または受任者の死亡(民
法653条l項)，委任者または受任者の破産手続開始決定(同条2項)，受任者の後見開始の審判
(同条3項)が定められている。これらの終了原因により委任契約は終了するが，民法654条は
委任契約が終了しているものの受任者側が義務を負わなければならないと定めている。これを急
迫事務処理義務と呼ぶが，従来，委任者側の利害関係安考慮、して当該義務は受任者側に課される
こと，また，受任者側の報酬請求権および費用償還請求権を肯定するために委任契約の存続カヨ3
められると論じられてきた。しかし，この急迫事務処理義務がいったいいかなる内容であるのか
については議論が少なく，また，なぜ終了しているはずの委任契約が存続し受任者側を拘束する
のかについては唆味なままである。本稿では これらの点につき，我が国の学説形成にあたって
参考とされてきたドイツ法理論を参考として検討する。
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第一章.問題の所在
第一節.我が固における急迫事務処理義務の理解
委任契約は民法643条以下に規定が設けられており，原則として，片務，無償，諾成，不株式
の契約である。委任契約は，労務に服する雇用契約と異なり，独立して事務を実行し授権された
範囲内であれば事務処理をどのように実行するかは受任者の裁量に委ねられており，また仕事の
完成を目的とする請負契約と異なり，特定の結果実現まで保証するものではなく，善良なる管理
者としての注意を払い事務を実行することを約するに過ぎず，有償委任契約である場合には委任
者の欲した結果が実現されなくとも報酬支払等を求めることができる(1)。この委任契約の一般
的終了原因として，契約期間の満了，委任事務の終了，債務不履行による解除が認められている
が (2) これら以外に委任契約に特有の終了原因が民法上定められている。まず，民法651:条は
委任契約の任意解除機を定めており，委任契約当事者はいつでも委任契約を解除することができ
ると定めている。次いで，民法653条は委任の終了事由として，委任者または受任者の死亡(同
条l項)，委任者または受任者の破産手続開始決定(同条2項)，受任者の後見開始の審判(同条
3項)が定められている。このように，委任契約の終了原因は様々であるが，委任契約が終了し
ているにもかかわらず，受任者側が義務を負わなければならない場合があることも民法654条は
定めている。
民法654条において，委任が終了した場合に，君、迫の事情があるときには，受任者またはその
相続人もしくは法定代理人は，委任者またはその相続人もしくは法定代理人が委任事務を処理す
ることができるに至るまで，必要な処分をしなければならないと定められ，これをもって委任契
約の急迫事務処理義務が規定されているといわれる (3)。すなわち，委任契約が終了しているに
もかかわらず，この急迫事務処理義務が受任者側に課されうることを示している。例えば，委任
者がある取引につき委託したものの，受任者のなした行為が委託した行為の趣旨に反するとして
解除したことによって委任契約は終了した。その後，委任者の損害の拡大を防止するために受住
者がなした行為は委任契約終了後の措置として適切である場合がある(事案1)(4)。また，委任
者が銀行に対し自動振替を委任したが，振替日以前に委任者が死亡してしまったことで委任契約
は終了した。しかし，銀行が当該振替を継続することが委任契約終了後の措置として適切である
場合がある(事案2)(5)。これらは急迫事務処理義務に該当する行為である。
(1)平野裕之『民法総合5契約法(第3版).i(信山中土， 2007) 605頁以下。
(2) 川井健『民法概論4(債権各論)(補訂版)~ (有斐閣， 2006) 310頁，平野・前掲注(1)637頁。
(3) この義務の呼称は定まっておらず論者によって異なっているが，本稿ではドイツの用語に倣い「急迫事務処理
義務」として以下論じていく。
(4)東京地判昭和38年4月19日(判タ 145号116頁)。
(5) 東京地判平成10年6月12日(金法1541号73頁)。なお，右判決文中においては，急迫等1・務処理義務として
言及しておらず，委任終了後の事務管理として言及している点には注意が必要であろう。
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委任契約の終了は，委任契約の終了原因がいかなるものであっても，当事者相互の債権債務が
消滅することは当然であるが，場合によって，即時に委任事務の処理を中止することで委任者が
不測の損害を被ることがある (6)。そのため，受任者が委任の終了を理由として委任者の利害関
係を一切顧みることなく，急迫の事情があったとしても委任事務をなさないということを認めて
はならず，受任者が委任者のために事務を処理する義務を負っていないとして委任事務を実行し
ないような場合には，従来委任者に対して負っていた義務を完全に履行した左いうこ左はでき
ず，信任を受けた側の者の当然の責任であるといわれる(7)。
第二節.問題提起一急迫事務処理義務の内容ー
急迫事務処理義務は，委任契約が終了したにもかかわらず，委任者側の利害関係を考慮するこ
とによって受任者に課される義務である。しかし，ここで問題となるのは委任契約の終了と急迫
事務処理義務との関係性である。すなわち，委任契約が終了していることは条文上明確に定めら
れているために，この義務の存立根拠は何であるのかが問題となる。これについて， 1960年代
までは大きく 2つの見解に分かれていた。すなわち 契約は終了している乙とを現出として契約
とは切り離された事務管理として理解する見解と， ドイツ民法典(以下， BGB)を参考として
委任契約はその限りで存続しているものとみなすことで委任契約上の義務であるとする見解であ
る(8)。今日では， BGBにおいて委任契約の存続が定められていることを参考に，受任者に報酬
請求権や費用償還請求権を認めるには契約の存続としたほうがより有利であるということを理由
として (9) 後者の見解が通説的見解として紹介きれている(10)。
今日において，急迫事務処理義務は委任契約が存続しているために認められる契約上の義務で
あるという見解が通説となるに至っている。しかし受任者側がいかなる内容の義務を負うのか
(6) 例えば，事務処理に必要な書類がすべて受任者の手元にあるので委任者がすぐには委任事務を自身で行うこと
ができない場合や，受任者が遠隔地にいるために委任者が直ちに委任事務を自身で行うことが困難である場合
が挙げられる(幾代遇=広中俊雄編『新版注釈民法 (16)債権(7).1(有斐閣， 1992) 297頁(中山高男執筆))。
(7)梅謙次郎『民法要義巻之さ(釘正増補33版)j(手守勢閑 1912)757頁以下 我奏楽[民決議義V-3債権各論
中巻2j(岩波書庖， 1969) 698頁。
(8) 事務管理と理解する代表的論稿として，末弘巌太郎『債権各論(第3版)j (有斐閣， 1919) 777，778貰，中村
高吉『債権法各論上下合本(第3版)j(早稲田法政学会， 1922) 453頁，岡村玄治『債権法各論.1(厳松堂書居，
1929) 457，458頁。また，委任契約の存続をみとめ委任契約上の義務で巳あると理解する代表的論稿として，吾
孫子勝『委任契約論.1(厳松堂書広， 1917) 130頁以下，鳩山秀雄『日本債権法各論下巻(増補版).1(岩波書庖，
1934) 632，633頁，我妻・前掲注 (7)698頁。なお，松坂博士は委任契約の終了との関係性について論じるこ
となく，契約に付随する義務であるとして論じている(松坂佐一『民法要義債権各論第4版).1(有斐閣，
1981) 200頁)。
(9) 前掲注 (8)で挙げた輪稿を参照されたい。
(10)今日，委任契約の存続を通説的見解であると紹介している論稿として，半回吉イ言『契約法講義(第2版).J(信
山手土， 2005) 459 Jf.旧山輝明『契約法民法要義5.1(成文堂.2006) 298頁，能見善久=加藤新太郎編『論
点体系判例民法6契約I (第2版).1(第一法規.2013) 210頁(後藤巻則・前田太郎執筆)などがある。
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について詳細に論じられていない。これは，受任者側の報酬請求権や費用償還請求権をいかに正
当化するかについて従来議論されてきた結果，民法654条に従って，委任事務の中止によって委
任者側に損害を被らせないよう受任者側が行わなければならない「必要な処分」とは従来の委任
契約上の委任事務とどういった相違があるのかについては議論の対象とならなかったためである。
本稿では，委任契約の急迫事務処理義務について，今日の日本の学説形成にあたって参考とさ
れてきた BGBを再ぴ検討するごとで，従来の議論の中では詳細に論じられてこなかった義務の
内容を明らかにすることを目的とする。なお，本稿で委任契約の急迫事務処理義務を検討するに
あたり，同義務について定めている BGB672条， 673条 (11)の構成とその趣旨を整理し. ドイツ
法理論を探求することで 我が固における急迫事務処理義務の理解について示唆を得ることとす
る。
第二章. BGBの規定と急迫事務処理義務規範の構造
第一節.委任契約の終了原因と急迫事務処理義務
委任契約は，受任者が無償または有償で委任者によって委託された法律行為上または事実行為
上の事務処理を義務付けられる契約であり， BGB666条以下に規定がある(12)。委任契約が終了
すると，当該契約によって授権されていた任意代理権 (Vollmacht)は消滅し (BGB168条)(13)， 
BGB666条から 670条に従って委任の清算がなされなければならない。このような委任契約の終
了は，通常，委任者と受任者の双方に課されている義務の履行や合意された契約期間の満了に
よって生じる。また，当事者間で事前に合意していた終了原因の発生や合意解除によっても当然
終了する。これらは委任契約に特別なものではなく，契約一般に認められているものである(14)。
(11) BGB672条「委任者の死亡または行為能力の喪失J:委任は，疑わしいときは，委任者の死亡または行為能力
の喪失によって終了しない。委任が終了する場合においても，猶予に危険が伴っているときには，受任者は，
委任者の相続人または法定代理人が別の方法での手当てが可能になるときまで.委託された事務の処理を継続
しなければならない。この限りにおいて，委任は存続するものとみなす。
BGB673条「受任者の死亡J:委任は，疑わしいときは，受任者の死亡によって終了する。委任が終了したと
きは，受任者の相続人は，その死亡を委任者に対して遅滞なく通知し.かつ， ~首予に危険が伴っているときに
は，委任者が別の方法での手当てが可能になるときまで，委託された事務の処理を継続しなければならない。
この限りにおいて，委任は存続するものとみなす。
BGBの日本語訳にあたり，デイー ター ・ライボルト原著，円谷|唆訳『ドイツ民法総論一校例・設聞を通じて
学ぶーJ(成文堂， 2008).法務省民事局参事官室(参与室)綱『民法(債権関係)改正に閲する比収法資料』
5.lU冊NBL146号 (2014)を参考にした。
(12) Andreas Riedler， Burgerliches Recht Band II Schuldrecht BT， 4.Aufl.， 2010， Rn.5/1: Looschelders. Schuldre. 
cht BT， 9.Aufl.， 2014， Rn.800ff. 
(13) BGB168条「代理機の消滅J:代理機の消滅は，その付与を基礎づける法律関係に従って定まる。代理権は，
その法律関係から別の結果が生じない限り，法律関係の存続中でも撤回することができる。撤回の意思表示に
ついては， 167条l項の規定を準用する。
(14) Brox/陥 lker，Besonders Schuldrecht. 36.Aufl.， 2012， S.35; Pieper/Annegerd， Schuldrecht BT 3， 17.Aufl.， 
2012， Rn.27; Peter Schlechtriem， Schuldrecht Besonderer Teil， 6.Aufl. 2003， Rn. 512. 
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これらとは異なり，委任契約に特有の終了原因として，委任者の撤回 (BGB671条l項).受任
者の解約告知 (BGB671条2.3項).委任者の死亡または行為能力喪失 (BGB672条).受任者の
死亡 (BGB673条)が定められている(15)。
これらの委任契約の終了原因のうち，委任契約の急迫事務処理義務は BGB672条と BGB673
条において定められている。 BGB672条は 委任者の死亡または行為能力喪失という契約終了原
因がある場合についての急迫事務処理義務を定めており.BGB673条は，受任者の死亡という契
約終了原因がある場合についての急迫事務処理義務を定めている。以下?は.BGB672条と
BGB673条それぞ、れの条文構成とその趣旨を整理する。
1. BGB672条の構成とその趣旨
BGB672条l文は，疑わしいときには，委任者の死亡または行為能力喪失によって委任が終了
しないことを定めている。すなわち，委任者の死亡または行為能力喪失の場合に，契約上の明白
な合意や事案の状況から推定される当事者意思から委任が終了することが明らかであるときに
は，委任は終了することとなる(16)。このように「疑わしいとき」には委任は終了しないという
文言から，解釈規定 (Auslegungsregel)と呼ばれる (17)。
この規定については.BGB立法過程において問題とされた。すなわち.BGB立法過根当時に
おいては.r委任は死亡によって終了する (mandatummorte solvitur) Jというローマ法の原則
がドイツ商法典 (HGB)やドイツ民事訴訟法 (ZPO)で探用されたことをうけて，委任者が死
亡した場合にも採用するかが問題となった。とれについて 第一草案理白書では，委任者が死亡
したとしても委任関係に大きな変更は生じないが，委任の存続によって委任者の権利承継人が被
る損害仁委任が委任者の死亡によって終了することによって委任者の権利承継人が被る損害と
を比べた場合に，後者の損害の方がより一層深刻となるので，委任者の死亡をもって委任は終了
しない旨の定めを設けるとされた(18)。これに対し後の編纂委員会では，個人的な友好関係か
(15) BGB671条「撤回および解約告知J1項 委任は，委任者によっていつでも委任を撤回されることができ，受
任者によっていつでも解約告知されることができる o 2 J] :受任者は 委任者が事務処理につき別の方法で
手当てが可能などきにのみ，解約告知することができる，ただし，不利な時期に解約告知することにつき重大
な事由があるときは，この限りではない。受任者は，そのような事由もなく不利な時期に解約告知するときは，
委任者に対してそれにより生じた損害を賠償しなければならない。 3項・重大な事由がある場合，受任者は，
解約告知権を放棄していたときでも解約告知することができる。
(16)事案の状況から，委任者の死亡または行為能力喪失に際し，委任が終了するという当事者意思が推定されるの
は，更なる委任の実施が無意味となる場合であるとされる。その例として，受任者が委任者のために住居を使
用貸借する場合や，教員を雇う場合が挙げられている (StaudingerKomm-MichaelMarti叩ek，Neubearbeitung. 
2006. Rn.5 zu S 672.)。
(17) PalandtKomm-Hartwig Sprau， 72.Au乱.2013. Rn.l zu S 672; ]urisPK-Gunther Honn. 6.Aufl.， 20l3. Rn.l zu 
S 672; MunchKomm-Hans Hermann Seiler. 6.Au日.2012. Rn.l zu S 672; PWWKomm-Oliver Fehrenbacher. 
7.Aufl. 2012. Rn.l zu s 672;NomosKomm-Martin Schwab. 2.Au札2012.Rn.1 zu S 672. 
(18) Benno Mugd.側.Die gesamten Materialien zum Burgerlichen Gesetzbuch fur das 0告utscheReich. Bd.2 
Recht der Schuldverhaltnisse. 1979. S.306. 
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らなされる無償委任の本質から，委任者の死亡が引き受けられた委任の理由喪失と結びつけられ
ることで，委任は終了しなければならず，また.委任者の死亡は委任関係に本質的な変更をもた
らすものであるために，委任は終了しなければならないという提案がなされた制。しかし，こ
の見解は支持されず，第一草案と同じく委任者の死亡をもって委任は終了しない旨の定めを設け
ることが決議された。その理由として，委任者が財産管理につき委任する場合，その委任や任意
代理権は委任者が適切とみなしている範囲で与えられているのであり 委任者の死亡をもって当
該事務処理を中止しその後関与しないよりも，委任が存続する方がより財産管理上適切であるこ
とが挙げられた (20)。
BGB672条2文は，同条l文の解釈規定が適用されず，委任者の死亡または行為能力喪失によっ
て委任が終了する場合に，猶予に危険が伴っているときには，委任者の相続人または法定代理人
が別の方法での手当てが可能になるときまで，受任者は委託された事務を継続しなければなら
ず，その限りで委任が存続することを定めている。すなわち，委任が当該原因によって終了した
とされる場合であっても，委任者の相続人または法定代理人が当該事務処理を行うに際して危険
が差し迫っているときには，受任者は従来の事務処理を継続しなければならないとされる (21)。
このような受任者が事務処理をなす義務は「急迫事務処理義務」と呼ばれている (22)。
BGB672条 l文の解釈規定が適用されずに，委任者の死亡や行為能力喪失によって委任が終了
する場合であっても，受任者が従前の委任に基づく事務処理を継続しなければならないというこ
とは BGB立法過程当時においては配慮義務 (Fursorgepflicht) として想定されていた。第一草
案理白書によると，当該義務はローマ法や当時の各国法においても想定されており，委任が委任
者の死亡によって終了していたか否かにかかわらず，受任者は委任者の権利承継人に対し顛末報
告義務や当該事務処理につき獲得したものの返還義務を負ったままである一方で，委任によって
生じている委任者の義務は委任者の権利承継人に移転することが想定されており，これは特に受
任者の報酬請求権にとって重要であるとされた (23)。また，委任者の行為能力喪失の場合も委任
(19) Mugdan， a.a. 0目(Fn.18)， S.954f 
(2日)なお，委任者の死亡後においても当該委任が存続されるととで，委任者の権利承継人が不利に扱われることと
なりうることも意識しているが，多くの場合に委任が存統されることにより適切な事務処理がなされることか
ら，特段の定めが無い限り.当該権利承継人は委任の存続を甘受しなければならないときれている (Mugdan，
a. a. O. (Fn. 18)， S.955.)。
(21) ErmanKomm-Klaus Peter Berger， 13.Aufl.， 2011. Rn.4 zu S 672. 
(22)急迫事務処理義務という用語は.条文では用いられておらず，論者によってその用語が異なっている。例えば，
「急迫事務処理義務 (Notgeschaftsfuhrungspflicht)J OurisPK-Honn， a.a. O. (Fn目 17)，Rn.lO zu ~ 672; Bam-
bergerRothKomm・-DetlevFischer， 3目Aufl.，2012， Rn，7 zu ~ 672)や， r急迫処理義務 (Notbesorgungspflicht)J 
(PalandtKomm-Sprau， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu ~ 672; MunchKomm-Seiler. a. a. 0， (Fn， 17)， Rn，8 zu ~ 672; 
PWWKomm-Fehrenbacher， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu ~ 672; ErmanKomm-Berger， a.a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu 
~ 672; StaudingerKomm-Martinek， a. a. O. (Fn. 16)， Rn.l3 zu !i672)があり，その内容は同一であることから.
本稿では「急迫事務処理義務Jと統一する。
(幻)なお，ローマ法や当時の一部の各国法においては，受任者の事務処理が継続されるのは既に当該事務処理が実
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が終了しないことについては 委任者の死亡によって委任が終了しないということから明らかで
あると説明され，委任者が行為能力を喪失したとしても，委任者の法定代理人によって行為能力
の欠鰍が補われるため，委任契約が終了する理由とはならないとされた例。
これらの義務は委任が存続していることによって根拠づけられるために，法律上の義務ではな
く，契約上の義務であると述べられている (25)。なお， BGB672条l文の解釈規定が適用され委
任契約が存続するとき，いつ委任契約が終了するのかが問題となる。まず，委任者が死亡した場
合には， BGB1922条 l項に従って委任者の地位は委任者の相続人に引き継がれることとな
る (26)。その結果，委任者の相続人はBGB671条に従った撤回権を行使することができることと
なる。すなわち，委任者が生前に委託していた事務が委任者の相続人にとって不利益となる場合
には，委任者の死後にあっては委任者の相続人によって撤回することができる (27)。また，委任
者が行為能力を喪失した場合には，委任者の法定代理人が委任者の権利義務を行使することとな
り，法定代理人によって委任の撤回がなされうる(お)。
2.BGB673条の構成とその趣旨
BGB673条 l文は，疑わしいときには，受任者の死亡によって委任が終了することを定めてい
る。すなわち，受任者が死亡した場合について，契約上の明白な合意や事案の状況から推定され
る当事者意思から委任が存続することが明らかであるときには，委任は存続することとな
る (29)。このように「疑わしいとき」には委任は終了するという文言から， BGB672条と同じく，
行されている必要があるが， BGBの立法過程においてはそのような事案に限定されないことも言及されてい
る (Mugdan，a. a目O.(Fn. 18)， S.306.)。
(24) Mugdan， a. a. O. (Fn. 18)， S.306f， 95. 
(25) Mugdan. a. a. O. (Fn. 18). S.306 
(お)BGB1922条「包括承継J1項:ある者の死亡とともに(相続開始).同人の財産(相続財産)はすべて単独ま
たは複数の者(相続人)へ移転する。 2項:共同相続人の取得分(相続分)については，相続財産に関する諸
規定が適用される。
(27)主に委任者の死亡後の贈与が問題となる。委任者の死亡後に財産をある者に贈与することを委任した場合，受
任者は必要な事務の実行をなすが，それに先立ち BGB666条に従って委任者の相続人に対してその実行につ
いて情報提供をしなければならないとされる。この贈与に必要な要件 (BGB2231条， 2247条， 2276条，
2301条)を備えているときは，受任者の実行は問題とならないとされる。しかし，それらの要件を備えてい
ない場合.受任者はまず相続人に対し情報提供をなした際に，委任者の相続人が当該委任契約の撤回をなすこ
とで，自身の利益を保護することができる。これについて，委任者の意思を車重して委任の実行を認めるため
に，いかなる法的手段をとるのかのかについて議論がある (jurisPK-Ho・nn，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.6f. zu @ 672: 
PWWKomm・Fehrenbacher，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu @ 672: VertKomm.Marina Tamm， l.Auf1.， 2010， Rn.2 zu 
@672.)。
(28) PWWKo仰 n.Fehrenbacher，a. a. 0目(Fn.17)， Rn.2 zu @ 672: StaudingerKomm.Martinek， a. a. O. (Fn. 16)， Rn.9 
zu @672. 
(怨)事案の状況から，受任者の死亡に際し，委任が終了しないという当事者意思が推定されるのは，死亡した受任
者と委任者との聞に存在していた従来の特別な信頼関係が，受任者の相続人へ容易に移転することができるか
否かで判断されるという (SωudingerKomm.Martinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.2. zu @ 673)。また，その推定は，
受任者に同人の利益について奉仕させている場合もあるとされ，その例として，遺産分割に際して，受任者が
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解釈規定と呼ばれる (30)。
この規定は，委任者の死亡または行為能力喪失について規定したBGB672条とは反対に，受
任者の死亡に際しては委任が終了することを定めている。この相違については， BGB立法過程
において議論された。すなわち.委任者の死亡または行為能力喪失の場合には採用しなかった「委
任は死亡によって終了する (mandatummorte solvitur)Jというローマ法の原則を，受任者の死
亡の場合には採用する理由付けについてである。これにつき，第一草案理由書では，委任は委任
者の受任者に対する信頼に基づくものであるので，受任者が死亡した場合には委任は終了する旨
の定めを設けるとされた (31)。
また，この規定は， BGB672条と異なり，受任者が行為能力を喪失した場合について定めてい
ない。これについて，第一草案の段階ではそもそも考えられていなかったようであるが，その後
の第二委員会において，受任者の行為能力喪失について定めないままにするという提案や，受任
者が行為能力を喪失した場合について規定すべきとの提案，委任者の行為能力喪失の規定も併せ
て削除するといった提案がなされたが，委員会では委任者の行為能力喪失に関する規定を維持し
つつ，受任者の行為能力喪失については規定を設けないと決議された。その理由として，委任者
の行為能力喪失の規定を削除する理由が見当たらず，また，受任者の行為能力喪失の規定を設け
なくとも，一般原則の適用によって適切に処理できると考えられることから，規定を設けないと
いう現状を甘受しうることが挙げられた (32)。
BGB673条2文は，同条l文の解釈規定が適用され，受任者が死亡したことによって委任が終
了する場合に，受任者の相続人は受任者の死亡を委任者に対して遅滞なく通知しなければなら
ず，更に，猶予に危険が伴っているときには，委任者が別の方法での手当てが可能になるときま
で，受任者が委託された事務を継続しなければならず，その限りで委任が存続することを定めて
いる。すなわち，委任が受任者の死亡により終了したとされる場合であっても，受任者の相続人
不動産を譲り受けるにあたって不動産につき物機的合意をなすことが委託されたが，受任者が死亡し相続が開
始された場合が挙げられ，その場合には，受任者の死亡によって委任は終了せず"その委任および任意代理織
は同人の相続人へと移転されるという (NomosKo仰 n・Schwab，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2f zu @ 673ふ
(30) PalandtKomm.Sprau， a. a. O. (Fn. 1η， Rn.l zu @ 673; jurisPK-Honn， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu @ 673: Munch-
Komm-Sei.よ'er，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu @ 673; PWWKomm.Fehrenbacher， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu @ 673; 
NomosKomm-Schwab， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu @ 673. 
(31) Mugdan， a.a. O. (Fn. 18)， S.307.なお.第二草案理白書ではこれについて言及していない。
(32) Mugdan， a.a. O. (Fn. 18)， S.956.受任者が行為能力を喪失した場合の処理は一般原則によって行われるが，そ
の処理方法をここでは現行法に則って説明する。委任の対象が法律行為または取引類似の行為である場合，受
任者が行為能力を喪失したとき， BGB275条に基づく給付の客観的不能として処理されることとなる。なぜな
らば， BGB105条l項により行為能力喪失者がなした意思表示は無効であるため，法律行為をなすことができ
ないからである (S抑制dingerKom例-Maタtinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.7 zu @ 673.)。また，受任者の法定代理人が
受任者に代わって委任を実行することも考えられるが，委任者が委任の基礎でなる信頼関係が当該法定代理人
との聞に存しないために，委任者が当該法定代理人による委任の実行を望まない場合には，委任者はBGB671
条に基づき委任を撤回することができるとされる (NomosKomm.Schwab，a. a. 0目(Fn.17)， Rn.2 zu @ 673.)。
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は受任者の死亡につき委任者に対し通知義務を負い，場合によっては受任者が委託されていた事
務を継続しなければならない (33)。
受任者の相続人はBGB673条2文に従って，委任者に対し受任者の死亡を通知する義務と，
急迫事務処理義務を負っている。これらの義務はBGB立法過程においては， BGB672条の時と
同じく配慮義務としてまとめて論じられている。第一草案理白書によると，通知義務は，委任を
終了させる受任者の死亡は噴任者にとって即座の対応が必要となる特別な処分や準備対策を行う
きっかけとなる重大な出来事であることから 危険が迫っている場合に限定きれないごとが正当
化された (34)。しかし，急迫事務処理義務については特に論じられていなかった (35)。また，
BGB673条l文の解釈規定が適用されず，受任者の死亡によって委任が終了しない場合には，委
任は変更されることなく存続し，受任者の相続人ヘヲ|き継がれ，同人は委イ壬の実行につき同人の
被相続人と同じ方法で責任を負うこととなるとされた。このような状況に際して，法律は受任者
の相続人に委任者への受任者死亡についての通知義務を定めていないが，この義務を課すことを
法律上規定することには理由がないとされた(制。なお， BGB673条1文の解釈規定が適用されず，
受任者の死亡によって委任が終了しない場合には，従来の委任契約は変更されずに受任者の相続
人に引き継がれることとなるが，その場合であっても，受任者の相続人はBGB666条に従い情
報提供義務を課されている (37)。また，委任が終了する場合には通知義務や急迫事務処理義務と
は別に，既に開始されていた委任事務につき必要となる清算は， BGB666条から 670条に基づ
き(犯人委任者と受任者の相続人との聞に生じることとなるとされる (39)。
(33)なお，これらの義務の両方が|急迫事務処理義務Jとして論じられるのではなく，後者の義務のみが「急迫事
務処理義務Jである (NomosKomm-Schwab，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.6 zu S 673; ErmanKomm-Berger， a. a. O. (Fn. 
21)， Rn3f. zu S 673; VertKomm-Tamm， a. a. O. (Fn. 27). Rn.l zu s 673;Staudi刀gerKomm-Martinek.a. a. O. 
(Fn. 16)， Rn.8f . zu S 673.) 0 
(34) Mugdan， a.a目 O.(Fn. 18)， S.307. この通知義務の履行には委任者への到達を要しないと言われる。つまり，受
任者の相続人は状況に応じた配慮をしつつ発送することで，当該義務は履行され.この通知の到達リスクは委
任者が負担するとされる (NomosKomm-Schwab.a. a. O. (Fn. 17)， Rn.6 zu s 673;StaudingerKomm-Mortinek， a 
a. O. (Fn. 16)， Rn.8 zu S 673.)。
(35)これらの義務と並び特日IJt.:保全義務 (Erhaltungspf1icht)を課すととについては，明白に否定している。なぜ
ならば，受任者の相続人は受任者の遺産に存する委任者に属する一部の財産の保持および確保につき配慮しな
ければならない義務を負うが，この義務は信義誠実の一般原則から導き出される義務であるからであるとい
う。そのうえで，受任者の相続人は，同人が有する委任者に属するものの返還や釈明，真民未報告を場合によっ
てはさなければならないことが推定されるが，それらを含めた受任者の相続人の義務は信義誠実が願慮されな
ければならないという (Mugdan，a. a. 0_ (Fn. 18)， 8.307λ また，これらの義務については第二草案理白書で
は言及されていない。
(お):場合によって，この通知義務が必要となることがあることは想定されていた。しかし，そのような場合には，
一般的な義務評価基準である信義誠実によって義務の有無が評価され，当然履行されなければならないという
(Mugdan， a. a. O. (Fn. 18)， 8.307.)。
(幻)BGB666条「情報提供義務および報告義務J:受任者は，委任者に対して必要な通知を行い，請求により事務
の状況につき情報提供をなしかつ，委任の実行後に顛米合報告する義務を負う。
(38) BGB667条「返還義務」刷受任者は，同人が委任の実行につき受領したものと，同人が事務処理から獲得した
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なお， BGB673条l文の解釈規定が適用されず，委任契約が存続される場合には，いつ委任契
約が終了するのかが問題となる。これについては 委任者は BGB671条に従った撤回権を常に
行使することができ，また，受任者の相続人は BGB1922条 1項に従って受任者の地位を引き継
ぐことから，受任者の相続人は BGB671条に従った解約告知権を行使することができる。
3.委任契約の終了と急迫事務処理義務との関係性
急迫事務処理義務はBGB672条2文， 673条2文に定められているが，委任契約の終了，厳格
に言えば，委任者の死亡または行為能力喪失と受任者の死亡による委任契約の終了に際してのみ
問題となる (40)。換言すれば，急迫事務処理義務は，委任者の死亡または行為能力喪失と受任者
の死亡による委任契約の終了の場合にのみ受任者または受任者の相続人に課されうる義務であ
る。 BGB672条2文で問題となる急迫事務処理義務の例として，高齢の委任者と共に生活をなし.
あらゆる生活活動について必要な包括的代理権を授与されていた受任者が.委任者の病気に|慌し
入院手続きを済ませ治療に専念していたが委任者は死亡してしまった場合.委任者の生活活動に
ついての委任契約はその内容から終了することとなるが，受任者は医療費の支払いなど従来かか
わってきた司[f.務を継続することで委任者の相続人へと引き継がれる委任者の財産が減少しないよ
うにする義務を負っているとされる(事案3)(41) 0 BGB673条2文で問題となる急迫事務処理義
務の例として，外国へ長期間滞在するために委任者の住居および住居に残してきた財産の管理を
委託されていた受任者が死亡したために BGB673条l文に従って委任契約は終了することとな
るが，今後の委任事務が実行されないことで委任者の財産が管理されず，財産の価値が一部滅失
ないし財産その物が紛失してしまう危険性があることから，受任者とともに生活していた受任者
の相続人は受任者のなすべき財産管理を継続すべき義務を負っているとされる(事案4)(42)。
このように，委任契約が終了したにもかかわらず急迫事務処理義務は受任者または受任者の相
続人に株されるが，その範囲は限定的である。 BGB672条2文では 猶予に危険が伴っていると
き，委任者の相続人または法定代理人が別の方法での手当てが可能になるときまでと定められ，
ものの全てを委任者に返還する義務を負う。
BGB668条「使用した金銭の利息J:受任者は，委任者に引き渡すべき金銭または委任者のために使用すべき
金銭を自己のために使用したときは，その使用したときから利息を付ける義務を負う。
BGB669条「前払い義務J:委任の実行に必要な~~用について，委任者は求めに応じて受任者に前払いしなけ
ればならない。
BGB670条「費用の償還J:受任者が委任の遂行のために状況に即して必要と認められる費用を出摘したとき
は.委任者はそれを償還する義務を負う。
(39) PalalldtKomm-Strau， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu ~ 672; JurisPK-Ho・11，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu ~ 672; Nomos・
Komm-Schwab， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.6 zu ~ 672. 
(40) JurisPK-Ho仰， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu ~ 672; JurisPK-Ho1!， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu ~ 673; MunchKomm-
Seiler， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.7f. zu ~ 672; MUllchKomm・Seiler，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.4 zu ~ 673. 
(41)この例はBGH1989年9月19日判決 (NJW・RR1990， 131.)を基にした。
(42) Wenzel/Wilken， Schuldrecht Besonderer Teil 1.6.Aufl. Rn.l587. 
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BGB673条2文では，猶予に危険が伴っているとき，委任者が別の方法での手当てが可能になる
ときまでと定められている。このため.急迫事務処理義務は委任契約が終了した後の一定期間に
のみ認められる義務である。これは，委任活動の即時終了が委任者側の利害関係に危険が及ぶ可
能性があることを顧慮して，急、迫事務処理義務が認められているという趣旨に合致したものであ
るといわれる (43)。この急迫事務処理義務の存在が認められる限りで¥委任契約は存続するとみ
なされる。その結果，委任者の死亡または行為能力喪失と受任者の死亡という委任契約の終了原
因が発生したとしても，本来生じる任意代理権の消滅 (BGB168条)や委任契約の清算 (BGB666
条以下)の法律効果が生じないこととなる。また，委任契約が存続することで，当該契約によっ
て受任者に課されていた義務が存続し 委任者に対して有している権利もまた存続することとな
る (44)。
なお，このように受任者または受任者の相続人に急迫事務処理義務が課されている間，委任契
約は存続するが，その終了時期は明確でないことがある (15)。終了時期が明確でないために，受
任者側が責なくして委任契約の終了を知らなかった場合には BGB674条が適用される (46)。
第二節.急迫事務処理義務の内容
以下では，各条文で規定されている急迫事務処理義務について整理していく。その際，急迫事
務処理義務，情報提供との関係性に分けて整理し， BGB672条2文， 673条2文で定めている急
迫事務処理義務の異同に注目しながら論じていく。
1.急迫事務処理義務
委任者の死亡もしくは行為能力喪失または受任者の死亡によって委任契約が終了する場合で
あっても，委任活動の即時終了が委任者側の利害関係に危険が及ぶ可能性があるととを顧慮して
急迫事務処理義務が認められるとき，委任契約は終了せずに 存続することが擬制される。ここ
(43) StaudingerKomm-Mm幼tek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.l3f. zu ~ 672; StaudingerKomm-Martinek， a.a. O. (Fn. 16)， 
Rn.8f. zu 9 673. 
(44) jurisPK-Honn， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.lO zu 9672; jurisPK-Honn， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu 9673. 
(45) BGB672条2文， 673条2文に従って委任契約の存続が擬制されるが，その終了時期は， 1色険状態からの脱出
や委任者または委任者の相続人による事務の引受完了など存続の必要性が無くなったときであるときれるが，
それ以外にも，委任の履行など一般的な終了原因によっても終了するとされる (MunchKumm-Seiler，a. a. O. 
(Fn. 17)， Rn.9 zu 9 672; NomosKomm-Schwab， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.9 zu 9 672.)。
(46) BGB674条「存続の擬市IJ :委任が撤回以外の方法によって終了するときは，委任は，受任者が終了を知り，
または知るべきときまで.受任者のために存続するものとみなす。
BGB674条は受任者に一方的に有利な存続擬制を定めているが， BGB672条2文， 673条2文に従った委任契
約の存続擬と競合する場合が考えられる。委任契約の存続がそもそも意図されていた場合には両者は問題とな
らず，急迫事務処理義務を考慮して委任契約の存続が擬制される場合が問題となる。これについて，急迫事務
処理義務が存する限りでBGB672条2文， 673条2文が優先的に適用され，急、迫事務処理義務が終了した後に
おいて初めて日G日674条が適用されることとなるとされる (NomosKomm-Schwab，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.lO zu 
9672; Er.汗wnKomm-Berger，a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4ω9672.)。
???
では，受任者または受任者の相続人に課される君、迫事務処理義務の異同に着目して，義務発生の
要件，存立根拠，内容，違反の効果について整理していく。
(1)義務発生の要件
BGB672条2文に従って委任者の死亡または行為能力喪失の際に問題となる急迫事務処理義務
は，受任者に課される義務である。この義務発生の要件では，受任者の主観的事情は考蔵されな
いと言われる。すなわち，君、迫事務処理義務が生じるには，委任事務が開始されないか中断され
ることで (47) 死亡した委任者の相続人または法定代理人が自身で当該事務を適時に実行するか，
他の代替的処理の手配をすることができないという状況となり，死亡または行為能力を喪失した
委任者の利益状況に危険が差し迫っていることが必要である。この際，受任者はそのような危険
な状態の発生や委任の終了を知っていたか否かは考慮されないとされる (48)。これは，君、迫事務
処理義務は委任者の利益状況に危険が迫っていることにあらかじめ備えるものであり，受任者が
委任者の死亡または行為能力喪失という委任契約の終了原因を知った場合にのみ問題となるの
で，受任者が当該原因を知らなかったならば， BGB674条に従い委任契約の存続が擬制され，知っ
ているならばBGB672条2文に従って委任契約の存続が擬制されるので，受任者の当該原因を
長日っていたか否かは問題ではないとされるからである (49)。
BGB673条2文に従って受任者の死亡の際に問題となる急迫事務処理義務は，受任者の相続人
に課される義務である。この義務発生の要件は， BGB672条2文と同様であるとされる (50)。す
なわち，急迫事務処理義務が生じるには，委任事務の実行が開始されないか中断されること
で (51) 委任者が自身で当該事務を適時に実行するか，他の代替的処理の手配をすることができ
ないという状況になることで，委任者の利益状況に危険が差し迫っていることが必要である。こ
の際.受任者の相続人がそのような危険な状態の発生を知っていたか否かは考慮されないとされ
る(52)。
(47)ここで問題となる委任事務の実行は.委任者の死亡前に既に開始されている必要はなく，未だに開始されてい
なくてもよいとされる (StaudingerKomm・Martinek，a， a， 0， (Fn， Hi)， Rn.l4 zu ~ 672九
(48) MunchKomm・Seiler，a， a， 0， (Fn， 17)， Rn，7 zu ~ 672目
(49) StaudingerKomm-Martinek， a， a， 0， (Fn， 16)， Rn.l4 zu ~ 672， 
(切)BambergerRothKomm-Fischer， a， a， 0， (Fn， 22)， Rn，5 zu ~ 673; StaudingerKomm・Martinek，a， a， 0目(Fn，16)， 
Rn，g zu ~673目
(51)ここで問題となる委任事務の実行は，受任者の死亡前に既に開始されている必要はなく.未だに開始されてい
なくてもよいとされる。なお.委任契約は受任者の死亡以前に締結されていなければならない (furisPK-Honn，
a， a， 0， (Fn， 17)， Rn.4 zu @ 673.)。
(52)受任者が死亡した場合に，受任者の相続人は委任者に対し受任者の死亡を通知しなければならない。これは委
任契約が受任者の死亡によって終了していたか否かにかかわらず受任者の相続人が負う義務である。すなわ
ち，受任考の死亡によって委任契約が終了する場合には， BGB673条2文に従って受任者の相続人は委任者に
対し受任者の死亡を通知しなければならず，委任契約が終了しない場合には，そもそも委任契約は終了してい
ないので， BGB666条に従った情報提供義務を受任者の相続人が負っており，これにより受任者の相続人は委
任者に対し受任者の死亡を通知しなければならない (PalandtKomm-Sprau，a. a， O.(Fn. 17)， Rn.2 zu ~ 673; 
??
(2)義務の存立根拠
BGB672条2文またはBGB673条2文に基づく急迫事務処理義務者は異なっているものの，義
務の存立根拠は同じく委任契約である。両義務は上述のように，委任契約の存続が擬制されるこ
とで，引き続き存在している契約関係から生じる義務である。そのため 危険状態からの脱出や
委任者または委任者の相続人による事務の引き継ぎ完了など契約の存続の必要性が無くなるまで
は委任契約上の規制 (BGB662条以下)が妥当するので，事務管理とは全く異なるということが
強調される (53)。その結果，急迫事務処理義務を負う受任者または受任者の相続人は，従前の契
約上の委任契約の枠内で行動しなければならないこととなる刷。
(3)義務の内容
BGB672条2文に従った急迫事務処理義務の内容は，受任者に新たな義務を課すものではない
とされる。すなわち， BGB672条2文に従い，受任者は委任者との聞の委任契約によって根拠づ
けられた法的関係の存続が擬制されているので，受任者に課されうる義務は従前の義務と異なら
ず，受任者は，委任者の相続人または法定代理人によるその他の指図があるまで，委任者の死後
に実行されるべき委任事務を委任者と合意した内容で実行しなければならない。その意味で，急
迫事務処理義務は，従前の委任関係から生じていた義務を継続するという内容である(問。その
内容は，委任者側の利益を考慮した委任契約上の主たる義務としての委任事務である場合と，委
任者側への委任事務の引き継ぎに向けられた準備ないし清算を目的とした委任事務である場合が
存する制。場合によっては，受任者の委任事務の実行が委任者の相続人の利益と衝突すること
jurisPK-Honn， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu @673; MunchKomm.Seiler， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.4 zu @673.)。換言す
れば，受任者の相続人は委任契約が終了したことを知らないということはありえないと考えられる。
(53) ErmanKomm・.serger，a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 672; StaudingerKomm.Martinek， a.a. O. (Fn. 16)， Rn.l5 zu 
@672. 
(54)なお，委任者が死亡または行為能力を喪失した場合には，委任者の法的地位は同人の相続人または法定代理人
へと引き継がれ，受任者が死亡した場合には，受任者の法的地位は同人の相続人へと引き継がれるという法律
上の変更はあるものの，基本的には従前の契約関係が存続する (ErmanKomm.Berger，a. a o.(Fn. 21)， Rn.4 
zu @ 672; StaudingerKomm・Ma1幼tek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.lO zu @ 672.) 
(55) MunchKomm.Seiler， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.8 zu @ 672; ErmanKomm.Berger， a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 672; 
StaudingerKomm.Martinek， a.a. O. (Fn. 16)， Rn.l1 zu @ 672目
(弱)委任者側の利益を考慮した委任契約上の主たる義務としての委任事務である場合の例として.上記事案4が挙
げられる。また，委任者側への委任事務の引き継ぎに向けられた準備ないし清算を目的とした委任事務である
場合の例として上記事案3が挙げられる。なお， BGB672条2文と 673条2文で急迫事務処理義務の内容が異
なるとも考えられるが，両者とも委任事務が開始されていたか否かは問題とされないことから，内容は事案毎
の検討を要するもののいずれの内容でもありうる (StaudingerKomm.Martinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.l4 zu 
@ 672; PalandtKomm.Sprau， a.a. 0目 (Fn.17)， Rn.2 zu @ 672; StaudingerKomm.Martinek， a.a. O. (Fn. 16)， 
Rn.l1 zu @ 673; PalandtKomm.Sprau， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu @ 673ふまた，無償委任と有償委任では内容
が異なることも考えられるが， BGB立法過程においては無償委任が前提であったものの，今日の理解では無
償委任に限らず有償委任であっても同じように論じられていることから，内容事案毎の検討を要するもののい
ずれの内容でもありうる (PalandtKomm.Sprau，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu @ 672; PalandtKomm.SPrau， a.a. O. 
(Fn. 17)， Rn.3 zu @ 673.)。
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がある (57)。しかし，上述のように，委任関係は委任者の相続人による撤回または新たな指図が
与えられるまで従来の内容とともに存続しているので，原則として被相続人である委任者によっ
て決められた枠内で受任者が行動している限り，受任者は委任者の死後に委任事務の実行につい
て相続人の同意を得る必要はないとされる。また，相続人が当該委任関係の存在を知らないこと
を前提に行動しなければならないため，受任者は相続人に BGB665条， 666条に従って情報提供
をしなければならないが 委任事務の実行については相続人の同意を待つ必要はないとされ
る(58)。
BGB673条2文に従って，受任者の相続人は受任者の死亡を通知する義務と並んで君、迫事務処
理義務を課されるが，ここでもまた受任者の相続人は従前の委任関係から生じる義務とは異なる
新たな義務を課されるのではないとされる。受任者の相続人は， BGB1922条l項に従って被相
続人である受任者の地位を引き継いでいる。さらに， BGB673条2文に従って被相続人である受
任者と委任者との聞の委任契約によって根拠づけられた法的関係の存続が擬制されている。その
ため，受任者の相続人が課されうる義務は従前の委任関係から生じる義務と異ならず，受任者の
相続人は，委任者によるその他の指図があるまで，委任事務を委任者と合意されていた内容で実
行しなければならない。その内容は BGB672条2文に従った急迫事務処理義務と同じく，委任
者1I1Jの利益を考1也した委任契約上の主たる義務としての委任事務である場合と，委任者側への委
任事務の引き継ぎに向けられた準備ないし清算を目的とした委任事務である場合が存する。その
意味で，急迫事務処理義務は，従前の委任関係から生じていた義務を継続するという内容であ
る(59)。
しかし，受任者の相続人が被相続人である受任者と同様に委任事務を実行できるとは限らな
い。例えば，被相続人である受任者に委託された事務内容が受任者の能力に基づいて委任者と合
意されていた場合が考えられる。例えば，受任者の死亡により委任事務が実行されないことで委
任者の利益に危険が迫っているために，受任者の相続人に急迫事務処理義務が課される場合，同
人には被相続人である受任者が有していた能力を有していないときが考えられる。この場合，受
任者の相続人には過大な義務が課されることとなってしまう(刷。これについて，不能の規定
(57)例えば.受任者が合意された内容に従って遺産の対象となる財産につき第三者のために委任事務を実行する場
合である (StaudingerKomm.Martinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.ll zu @ 672.)。
(58) BGB665条「指図からの逸脱J:状況に応じて，委任者が事情の問、織に際し逸脱を正当と認めるであろうこと
を受任者が想定されるべき場合，受任者は委任者の指図から逸脱することを考慮される。猶予に危険が伴って
いない場合.受任者は逸脱の前に委任者に通知をなさなければならず，その決定の到務を待たなければならな
u、。
なお，委任者の死亡後に初めて実行されることが合意されていた委任事務の場合にも同様に妥当する
(jurisPK-Honn， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.lO zu @ 672; StaudingerKomm・Mm仙lek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.1lf. zu 
~ 672.)。
(59) NomosKomm.Schwab， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.4 zu @ 673; ErmanKomm.Berger， a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 673; 
StaudingerKomm・-Martinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.9 zu @ 673目
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(BGB275条)を用いて処理するとしている (61)。すなわち.急迫事務処理義務は上記の要件が備
わった場合には受任者の相続人に課されることとなるが.この義務によってなされるべき委任事
務が受任者の相続人にとって不能である場合には， BGB275条が適用され義務が排除されるとい
つ。
(4)義務違反の効果
BGB672条， 673条は急迫事務処理義務の違反について効果を定めていない。しかし，意、迫事
務処理義務は従前の委任契約の存続擬制によって認められる。その内容はBGB662条に基づい
て生じる義務であることから (62) 当該義務違反に際しては， BGB280条に従って義務違反に基
づく損害賠償を負うとされる (63)。なお，急迫事務処理義務を課された受任者または受任者の相
続人が，当該義務を課されている聞に解約告知した場合には BGB671条 2項が問題となる。す
なわち，急迫事務処理義務が課されている聞は委任者側の利益に危険が迫っている状態にあるた
め，その時期に重大な事由なくして解約告知をした場合には，常に BGB671条 2項の不利な時
期の解約告知に該当し，それによって生じた損害の賠償をしなければならない例。
3，情報提供との関係性
急迫事務処理義務は，委任者の死亡や行為能力喪失または受任者の死亡の際に問題となるが，
(60) Mugdan， a. a. O. (Fn. 18)， S.956. 
(61) MunchKomm.Seiler， a.a目O.(Fn. 17)， Rn. 5 zu @ 673. 
BGB275条「給付義務の排除J1項:債務者または誰にとっても給付が不可能な場合には，給付請求権は排除
される。 2項:債務者は，債権債務関係の内容および信義誠実の要請を考慮して，債権者の給付に対する利
益に対し著しく不均衡となる費用を要するときは，給付を拒絶できる。債務者に期待されるべき努力を確定す
る際には，債務者が履行障害につき責任を負っているかどうかについても考慮されなければならない。 3項:
債務者は，給付を自ら行わなければならない場合であり，かっ債権者の給付に対する利益とともにその給付を
妨げる障害を考慮して，それが債務者に期待され得ない場合にも.給付を拒絶できる。
(臼)BGB662条「委任に際しての典型的な義務J:委任の引受けによって，受任者は委任者から受任者に委託され
た事務を無償で処理する義務を負う。
(63) JurisPK-Ho回目珂， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.10 zu @ 672; Mu河chKomm.Seiler，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.10 zu @ 672; 
PWWKomm司Fehrenbacher，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu @ 672; BambergerRothKo仰何.Fischer， a.a. O. (Fn. 22)， 
Rn. 7 zu @ 672; ErmanKomm.Berger， a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 672; VertKomm. Tamm， a. a. O. (Fn目 27)，
Rn.2 zu @ 672; MunchKomm.Seiler， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.5 zu @ 673; PWWKomm.Fehrenbacher， a. a. O. (Fn. 
17)， Rn.2 zu @ 673; EグmanKomm.Berger，a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 673; VertKomm. Tamm， a. a. O. (Fn. 27)， 
Rn.1 zu @ 673; StaudingerKoml何・Martinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.10 zu @ 673. 
BGB280条「義務違反に基づく損害賠償J1項:債務者が債務関係に基づく義務に違反する時，債権者は.こ
れにより生じる損害の賠償を請求することができる。前文の定めは，債務者が義務違反について責任を負わな
い時は適用されない。 2項:給付の遅滞に基づく損害賠償を債権者は286条(債務者の遅滞)の定める追加的
要件の下にのみ請求することができる。 3項:履行に代わる損害賠償'を債権者は281条， 282条または283条
の諸要件の下にのみ請求する之とができる。
(ω MunchKomm.Seiler， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.10 zu @ 672; NomosKomm.Schwab， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.9 zu @ 672; 
NomosKomm・Schwab，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu @ 673; StaudingerKomm.Martinek， a.a. O. (Fn. 16)， Rn.11 zu 
@673. 
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その際，これらの事由は委任契約にとって非常に重大な問題である。なぜなら，委任者の死亡や
行為能力喪失にあたっては，委任者の相続人ヤ法定代理人は従前の委任契約の存在を知らないこ
とがあり，特に委任者の相続人にとって不利益となる内容の委任事務が実行されることがあるか
らである。また，受任者の死亡にあたっては，受任者の相続人にとって当該委任事務の実行が可
能か否かによって委任者が不利益を被る危険性があるからである。このように.委任契約の存続
に重要な意義を有する事由につき受任者または受任者の相続人は情報提供をしなければならない
と考えられる。 BGB673条2項には，受任者の相続人に受任者の死亡についての通知義務が定め
られているのに対し， BGB672条にはそのような規定が設けられていない。
急迫事務処理義務が問題となる際に重要であると考えられるこのような情報提供に差異が認め
られる両規定において，このような情報提供はどのように論じられるのか，また急、迫事務処理義
務との関係性についてどのように論じられるのかを以下で整理していく。
(1)委任者の死亡や行為能力喪失の際の情報提供
委任者の死亡や行為能力喪失に際し 委任契約は存続すると BGB672条1文に定められてい
るが，それにもかかわらず，契約上の明白な合意や事案の状況から推定される当事者意思から委
任が終了することが明らかであるときには 委任は終了する。委任が当該原因によって終了した
とされる場合であっても，委任者の相続人または法定代理人が当該事務処理を行うに|祭して危険
が差し迫っているときには， BGB672条2文に従って受任者は急迫事務処理義務が課される。受
任者がこの義務を課される場合には，受任者は当該事務処理を継続しなければならないが.これ
によって特に委任者の相続人の利益が侵害されることがある。すなわち，委任契約の存続が擬制
されることで，受任者は従前の委任契約によって課されている委任事務を継続することを義務付
けられるので，委任者の相続人に不利益を被らせる内容の事務であっても継続しなければならな
い。もちろん，委任者の相続人はこのような利益を侵害する委任事務を予防する法的手段を有し
ている。それは， BGB665条に基づく指図権限 (Weisungsbefugnis)またはBGB671条l項に基
づく撤回権の行使である O すなわち，委任者の相続人はBGB1922条l項に従って，委任者の地
位を引き継いでいるために 委任者の権利であった指図権限や撤回権は委任者の相統人に属して
いる。そのため，委任者の相続人の利益を侵害する委任事務に際して，委任者の相続人は指図を
なすことで受任者に異なる委任事務を行わせることができ また撤回することも可能であ
る(65)。しかし， これらの権利を行使することができるのは，当該委任の存在を知っていた場合
に限られる。そのため，委任者の相続人が自身の利援を保護するために行使する諸権利の前提と
して，受任者から委任の存在について情報提供を受けることが必要となる。
委任者の死亡または行為能力喪失の際の急迫事務処理義務について定めている BGB672条2文
(65) ]urisPK-Honn， a. a. 0目 (Fn.17)， Rn.6 zu ~ 672; NomosKomm-Schwab， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.5 zu ~ 672; 
ErmanKomm-Berger， a. a. O. (Fn. 21)， Rn.3 zu ~ 672; StaudingerKomm.Martinek， a. a. 0目(Fn.16)， Rn.l6 zu 
~ 672. 
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には.この種の情報提供について何ら定められていない。 ζのような情報提供は，委任契約上の
義務を定めた BGB665，666条が根拠となる。すなわち，原則として受任者は委任者の地位を引
き継いだ相続人に対し， BGB666条に従ってどのような委任事務を行っているかについて情報提
供をなす義務を負っているだけであり，その情報提供に対する委任者の相続人の対応の決定を待
つことなく，委任事務を実行することとなる。ただし受任者自身が，委任事務の内容が委任者
の相続人の利益を害することを想定すべき場合には BGB665条に従って.委任者と合意した委
任事務を中止し，委任者の相続人による対応の決定を待たなければならない (66)。とれによって
委任者の相続人は自身の刺益が侵害されることを防ぐことができる。
しかしながら，常に委任者の相続人の利益が優先されるとする場合，委任者が合意した委任事
務が全く実行されずに，契約締結者の意思が尊重きれないことにつながる。とれにつき， BGB 
は契約締結者の意思を尊重する方法を提示している。すなわち，公正証書が添えられている任意
代理権委任状 (Vollmachtsurkunde)に，委任者が決定した受任者の委任事務は委任者の相続人
の利益のために阻害されない旨の定めを明記することで，委任者の相続人への権利移転を認めな
いという方法である (67)。乙のような方法によって，委任者の権利が委任者の相続人へと移転す
ることを制限することができる。その結果，急迫事務処理義務を負っている受任者は限定的な枠
内においてのみ，委任者の相続人に対して義務を負い，従前の委任事務を実行することとなる。
なお，ここでの受任者の情報提供義務は.従前の委任契約の存続擬制によって生じているに過
ぎないため，当該義務違反に際しては， BGB280条に従って義務違反に基づく損害賠償を負うと
される(飽)。
(2)受任者の死亡の際の情報提供
受任者の死亡に際し委任契約は終了すると BGB673条l文に定められている O 委任が受任
者の死亡によって終了したとされる場合であっても，委任者が当該事務処理を行うに際して危険
が差し迫っているときには BGB673条2文に従って受任者の相続人は急迫事務処理義務が課さ
れる。また， BGB673条2文に従って受任者の相続人は急迫事務処理義務とは別に通知義務が課
されている。この通知義務は君、迫事務処理義務とは異なる義務であるとされる。すなわち，急、迫
事務処理義務は委任者が当該事務処理を行うに際して危険が差し迫っているときに限定されるも
のの，通知義務はそのような事情とは無関係に受任者の相続人に課される義務である (69)。上述
(66) ]urisPK-Honn， a_a. O. (Fn. 17)， Rn.10 zu ~ 672 
(ω(67η) BGH1ω98的9年9月l印9日判i決夫 (N悶JW-RR1悶9ω0，13泊1.)
(伽臼)]iルurzアn問俗sPK-Ho仰仰nn，a. a. O. (σFn. 17η)， Rn.10 z却u ~672; MI伽1初nchKomm-Seω1仇Jμer，a. a. 0目 (σFn. 17η)， Rn.lO zu ~ 67η2; 
PWWKomm-Fehrenbacher， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu ~ 672; BambergerRothKomm-Fischer， a. a. O. (Fn. 22)， 
Rn. 7 zu ~ 672; ErmanKomm・Berger，a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu ~ 672; VertKomm-Tamm. a_ a. O. (Fn. 27)， 
Rn.2 zu ~ 672. 
(69) MunchKomm司Seiler.a. a. O. CFn. 17). Rn.5 zu ~ 673: BambergerRothKomm-Fischer， a. a. O. (Fn. 2). Rn.5 zu 
~ 673; NomosKomm-Schwab， a. a. O. (Fn. 17). Rn.6 zu ~ 673; Mugdan， a. a. O. (Fn. 18)， S.307. 
? ?
したように，委任の終了をもたらす受任者の死亡は委任者にとって即座の対応が必要となる最も
重大な出来事であることから，この通知義務が課されるとされる (70)。そのため，受任者が死亡
した場合，受任者の相続人は常に委任者へと通知しなければならない。ここで問題となる通知の
内容について.BGB673条2文は受任者の死亡であると定めている。すなわち，受任者が死亡し
た場合には，受任者の相続人は委任者に対し遅滞なく受任者の死亡を通知すれば足り.それ以外
の事項については通知する義務を負わない (71)。
また，受任者の相続人が有責にも通知義務に違反した場合には.BGB280条に従って委任者に
対し損害賠償義務を負うこととなるとされる (72)。
なお.BGB673条2文により，受任者の相続人が通知義務を果たす間も，魚、迫事務処理義務を
負う場合と同じく.委任契約の存続が擬制される。そのため，委任契約の存続が擬制されること
で，受任者の相続人は BGB1922条l項に従って受任者の地位を引き継ぎ，受任者が負っていた
義務をも引き継いでいる。その意味で，委任者の死亡または行為能力を喪失した際に受任者が急
迫事務処理義務を負う場合と同じく，受任者の相続人もまた BGB665.666条の義務を負ってい
るが，ここで課される情報提供および顛末報告義務は受任者の相続人に期待可能である範囲で負
うに過ぎない (73)。
第三章.日本法への示唆
ドイツ民法における委任契約上の急迫事務処理義務をこれまで整理してきたが，我が国への示
唆を多様に含むものである。
我が国おいては急迫事務処理義務について定めている条文は民法654条のみであるが. BGB 
においては委任者の死亡または行為能力喪失の場面と受任者の死亡の場面に分け.2つの条文が
存在する。BGB672.673条で定められている受任者および受任者の相続人の急迫事務処理義務は，
委任者側の利害関係を考慮して必要であるために認められている。このような利害関係の考患と
いう点では我が聞の理解と一致するが，適用場面が我が聞と異なり，委任契約の終了原因の中で
(70) Mugdan. a. a. O. (Fn目 18).8.307.
(71) MunchKomm.Seiler. a. a. O. (Fn. 17)， Rn.5 zu @ 673; BambergerRothKomm・Fischer，a. a. O. (Fn. 2)， Rn.5 zu 
@ 673: NomosKomm.Schwab， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.6 zu @ 673. 
(72) PWWKomm.Fehrenbacher， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu @673; ErmanKomm・.serger.a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu 
@ 673: StaudingerKomm・Martinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.lO zu @ 673. 
(73)これは，受任者の相続人にとって当該情報提供および耳目未報告義務が不能であるからであり，その限りで
BGB275条が適用され義務が排除される (8taudinger，Rn.l1 zu @673ふまた， BGHは.受任者の死亡により
委任契約が終了すると，受任者の相続人が通知義務を課され，その間は急迫感務処理義務を課されるか杏かに
かかわらず委任契約の存続擬制がなされるために， BGB665， 666条に従った情報提供義務をも課されること
となると判示している (BGHZ104.369， 327ff = WM 1988， 2729)。構造上，情報提供義務を伴う受任者の相
続人の負担というこの法現象を，終了した委任の余後効とみなすという見解もある (StaudingerKomm-Mar-
tinek， a. a. O. (Fn. 16)， Rn.l2 zu @ 673.)。
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も，委任者の死亡または行為能力喪失ならびに受任者の死亡によって委任契約が終了した場合に
のみ問題となる。このように解されている理由として，これらの原因で委任契約が終了した場合
には，委任者側の利益が害される可能性が非常に大きいためであると理解できる。我が国におい
ては，どのような場面について問題になるのかについて，急迫の事情があるときや委任事務の中
止が委任者側に不測の損害を被らしめるときとして.具体的事案の状況に応じて判断すると論じ
られ，いかなる委任契約終了原因の場合であるかはほとんど論じられていない刷。この点につ
いて言えば，我が聞においてはBGBと異なり事業の限定がなされておらず，事案 1のように委
任契約特有の終了原因に限定されず，急迫事務処理義務が問題となりえ，具体的な事業毎の検討
が必要となる (75)。
次いで，急迫事務処理義務発生の要件であるが，我が固においては特に論じられていないが，
条文上，委任契約の終了事由が生じており，それによって委任事務を中止することで委任者側の
利益状況に危険が及ぶような急迫な事情があることと考えられる (76)0 BGBでは急迫事務処理義
務について受任者と受任者の相続人とで条文が異なるが 義務発生の要件に追いはない。委任事
務の実行が開始されないか中断されることで.委任者側が自身で当該事務を適時に実行するか，
他の代替的処理の手配をすることができないという状況になることで，委任者側の利益状況に危
険が差し追っていることである。この際，義務者である受任者側の状況は考慮されない。つまり，
受任者が課される場合は当然，受任者の相続人が課される場合であっても同人が委任事務の処理
が可能か否かは義務発生の要件面では全く考慮されない。しかし委任事務が受任者の能力を理
由に委託されているために，相続人には不可能である場合には 不能の規定を用いることで義務
を排除し，受任者の相続人に過大な義務が課されるととがないことが予定されている。とれにつ
いて，我が国に全く同様なことが妥当するか明言することはできないが，我が固では「急迫な事
情jがいかなる場面であるのかは，事案の具体的状況に応じて判断するといわれており(77)急
迫な事|育という義務発生の要件面で受任者側，特に受任者の相続人の状況を考慮することで急迫
事務処理義務を課さないという処理も可能であろうし.または当該要件をドイツ法状況と同じく
一律化するものの，義務の内容を個別具体的に検討し，信義則上排除するという処理もまた可能
であろう。
(74)急迫な事情があるときの具体的場面として，前掲注 (6)を参R噴きれたい。なお，論者によっては民法653条
に規定されている委任契約に特有の終了事由が生じた場合を例に挙げているものもある(三宅正男『現代法律
学金集9契約法(各論)下巻j(青林書院， 1988) 1022.1 023頁)。
(75)我が国では民法653条2項に破産手続きの開始が委任契約終了原因として挙げられ， BGBにはこれについて
規定が存在しない。しかし ドイツでは倒産法典(InsO)ll5条， 116条で破産の場合の委任の終了を規定し
ており，その場合にも急迫事務処理義務が問題となるととがIns01l5条2項で定められている (jurisPK-Honn，
a. a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu S 672.)。
(76)急迫な事情があるときについては，前掲注 (6)を参照されたい。
(77)前掲注 (6)を参照されたい。
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急迫事務処理義務の存立根拠は，我が国では明文の規定がなく従来は議論があったものの，今
日では急迫事務処理義務が存する聞は委任契約が存続するものと論じられる結果，存続している
委任契約が存立根拠となろう。すなわち.急迫事務処理義務は委任契約上の義務であり，この義
務が消滅するような状態となることで委任契約が終了すると考えられる。 BGBでは.急迫事務
処理義務が存在している聞は委任契約の存続擬制が条文によって認められている結果，この義務
は引き続き存在している契約関係から生じる義務である。この点で，我が国の理解とドイツ法理
論の理解は一致している。更に. ドイツ法理論は，急迫事務処理義務が従前の委任契約から生じ
る義務であることから，この義務を負う受任者または受任者の相続人は，従前の契約上の委任契
約の枠内で行動しなければならないことを明確にしている点は義務の内容にとって重要で、あ
る(78)。
急迫事務処理義務の内容は，我が国では条文の文言から必要な処分であると論じられるもの
の，詳細に論じられることが少ない。ドイツ法理論においては， BGB672条， 673条から委任契
約の存続擬制が認められるために，受任者側が課されうる義務は従前の義務と異ならない。すな
わち，急迫事務処理義務が認められることで，受任者側と委任者側との聞に全く新しい関係が生
じるのではなく，あくまで従前の委任契約が存続しているに過ぎない。そのため，委任者側の利
益を考慮して，受任者または受任者の相続人は委任契約締結者間で合意された委任契約上の主た
る義務としての委任事務を継続すること，または委任者側への委任事務の引き継ぎに向けられた
準備ないし清算を目的とした委任事務をなすことが急迫事務処理義務の内容である倒。我が国
では， BGBを参考とし急迫事務処理義務が存する聞は委任契約が存続することが通説であるが，
更に，この義務の内容もまたドイツ法理論の理解は大きな示唆を含むものである。すなわち，委
任契約が存続するのだから 急迫事務処理義務の内容は従来の委任事務の継続であるということ
を明瞭にしている。これっき，受任者は必要な善処だけすればよく，委任契約が存続していれば
しなければならないであろう事務処理までは必要ないとする見解がある (80)。民法654条には「必
要な処分をしなければならないJと定められているために，急、迫事務処理義務の内容は従来の委
任契約上の義務よりも限定的に解される。しかし，必要な処分とはいかなる内容であるかは事業
毎に検討が必要であり，受任者側は何をしなければならないか不明確であることも想定できる。
これにつき，受任者側は委任者側治、ら特別な指図があるまでは従来の契約上の委任事務を実行す
ることで必要な処分をなしていると評価できょう。なぜならば.委任契約の存続擬制が認められ
(7.紛吾孫子博士は，委任契約の存続を認めたうえで委任契約の枠内で委任事務を実行する義務を負うことに着目
し，その範囲を超えた受任者側の行為は，委任契約に基づくものではなく.事務管理として論じるべきである
としている(吾孫子・前掲注 (8)113頁)。
(79)これにつき.BGB672条2文， 673条2文とでは内容を異にせず，また無償委任と有償委任で‘あっても内容を
異にしないことについては前掲注 (56)を参照されたい。
(鉛)稲本洋之助他編『民法講義5契約j(有斐閣.1982) 279頁(能見善久執筆)。なおその理由については記載が
ない。
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ているので，急迫事務処理義務の内容は従来の委任契約の枠内にとどまる内容である ζ とは明ら
かであり.従来の委任事務を実行することは契約内容そのものであるので，受任者側が非難され
ることはなく，更に委任者側から要請があった場合には.それに従えば良いと考えられるからで
ある。なお，急迫事務処理義務がいつまで存続されるかについては，委任者側が委任事務を処理
することができるようになるか他の代替的処理の手配をすることができることとなり，委任者側
の利益関係の危険状態を脱した時として理解できる則。この判断は，委任契約が当事者間の信
頼関係に基づくというととのみならず，委任事務についての委任者側の利益状況を把躍している
受任者に委任事務を継続させることで，委任契約終了によって委任者側が負う不利益を予防する
という急迫事務処理義務の趣旨からも明らかとなる (82)。問題は，委任者の死亡後に第三者に利
益を与える旨の委任事務の実行により委任者の棺続人の利益が害される場合であるが，その場合
には，契約内容から委任者の死亡によって委任契約は終了せず，委任契約は存続すると考えられ
ており(おその結果，急迫事務処理義務は問題とならないこととなろう。
急迫事務処理義務の違反について，我が国では特に論じられていない。しかし我が固におい
てはドイツにおける理論と同じく，急迫事務処理義務は契約上の義務であると解されているため
に，義務違反にあっては債務不履行として扱えば良いこととなろう。つまり，我が固においては，
民法414条に従った履行の強制，民法415条に従った損害賠償 または民法540条以下に従った
債務不履行による解除が委任者側から請求されうることとなる。
最後に，君、迫事務処理義務と関連する情報提供について，民法にはBGB673条2項のように
受任者の死亡について委任者に対し通知する義務を受任者の相続人に課す規定はない。しかし，
民法645条には， BGB666条と同じく，情報提供および、顛末報告義務が定められている。そのた
め，我が固においてはBGB672条2項で定められている急迫事務処理義務の場合と同じく，委
任契約が存続されるか否かを問わずに，まず委任者側に情報提供をしなければならず，急迫事務
処理義務が課される場合には，委任契約が存続されるとみなされ，従来の委任契約上の情報提供
義務が受任者側に課されることとなる。
(81)例えば事案1の場合には，委任者の損害拡大を防止して当該委任事務を委任者に引き継ぐまで義務が存続する。
事案2の場合には，委託されていた振替業務を実施し委任業務が完了するまで義務が存続する。事案3の場合
には，医療費の支払いなと'従来かかわってきた事務を継続し.当該事務を委任者の相続人へと引き継ぐまで義
務が存続する。事案4の場合には，当該財産管理を委任者が可能となるときもしくは他の代替的処理の手配を
することができるまで存続する。
(82)委任契約の存続擬制を認める判断基準は委任者側の危険状態の有無であるが，この判断基準は委任契約の任意
解除権の「不利な時期Jと同様の判断基準と評価できる。
(幻)石田穣『現代法律学高普段13民法v(契約法H (青林書l免 1982)362頁，三宅・前掲注 (74)1020頁以下，
鈴木禄弥『債権法講義 (4訂版).1(創文社， 2001) 675頁。
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第四章結び
本稿では，委任契約終了後の急迫事務処理義務について，我が園の理論形成に多大な影響を与
えているドイツ法理論を整理し，これまであまり検討されてこなかった義務発生の要件.存立根
拠，内容，違反の効果，情報提供との関係性という点に着目して検討を行った。
急、迫事務処理義務が存する聞は委任契約が存続するとみなされ，その結果，その義務の内容は
委任者側の利益を考慮した委任契約上の主たる義務としての委任事務である場合と，委任者側へ
の委任事務の引き継ぎに向けられた準備ないし清算を目的とした委任事務である場合が存するも
のの，従来の委任契約上の義務と内容を異にしないということは重要である。我が国では民法
654条に「必要な処分」と定められていることから，その内容は個別具体的に判断すればよいと
されているが，その内容が暖昧なままであった。これにつき，急迫事務処理義務が従来の委任契
約上の義務として扱われることを明らかにし，その結果，委任者側から指図があるまでは受任者
は従来の委任事務を継続すれば足りることを本稿で示すことができた。また，我が国の理論形成
のなかで重要視されてきた受任者側の報酬・費用償還請求権とも矛盾する結論ではなく，これら
の請求権を基礎づける義務の存在を示すことができた。
さらに，委任契約終了原因が存する場合であっても委任契約が存続することとなる根拠は，当
事者聞の信頼を重視した委任契約そのもののみならず，委任者側の利害関係であることは重要で
ある。すなわち，委任契約の義務内容は結果を必要とされないと理解されているが，委任者によっ
て委託された事務の現状を最も把握しているのは受任者であることから 委任契約終了によって
委任者側が即時に対応することができるまでは受任者が委任事務を継続することが要求されてお
り.このことは契約関係が存続し契約当事者を拘束する根拠として提示することができょう。
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